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A.研究目的 

我が国では、精神保健福祉法の改正に合わ

せ，長期入院精神障害者の地域生活への移行を

促進する様々な取り組みが行われており、同時

に第４期障害福祉計画の国の基本指針におい

ても、長期在院者数の減少に向けての成果目標

を設定している。しかし、現状約 20 万人が精

神科病院に長期入院しており、急激な減少傾向

は見られない。そこで、2014 年 7 月に「長期

入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方

策に係る検討会」のとりまとめにおいて、①退

院に向けた意欲の喚起、②本人の意向に沿った

移行支援、③地域生活の支援、④関係行政機関

の役割の４項目から構成される地域移行の主

な方策が示されている。 

精神科病院には、割合は少ないものの一定

数の知的障害（児）者が入院している。2013

年 6 月 30 日の精神保健福祉資料では、全入院

患者 297,436 人のうち 6,104 人（2.1％）が知

的障害である。また、同資料の過去 10 年間デ

ータから，毎年６月の入院患者数に対する次年

の６月１日時点における残留患者数の割合を

算出すると，知的障害（14.5％）がそれ以外の

疾患名の患者（12.6％）より高い数字である。

知的障害は，長期入院になり易い傾向にある。

さらに、入院治療で状態像が改善しない（例：

行動障害等）、退院に向けての意欲喚起が難し

い、さらに退院後の地域生活環境の整備が不十

分等長期入院の理由がいくつか推測されてい

る。 

精神科病院からの退院促進と同様、入所施

設からの地域移行に関しても地域相談支援と

しての地域移行や地域定着支援の充実、グルー

プホーム整備や体験利用の促進等、障害福祉サ

ービスの報酬単価と連動した取り組みが行な

われている。一方、規模の削減を迫られている

入所施設において、終生保護を前提とした施設

から「共生社会実現を目指し，施設入所支援に

とどまらず各種障害福祉サービス等の複合的

な機能を拡充し，地域生活の拠点としての役割

を担っていかなければならない」と考えられて

いる。 

本研究では、行動障害が顕著で、家庭での

生活が困難となり、なおかつ地域の障害者支援

施設や障害福祉サービス事業所等での受け入

れができず、精神科病院に入院していた知的障

害に対して、診療所（精神科）を併設する障害

者支援施設の実践事例をまとめることで、障害

研究要旨 
 行動障害が顕著で、家庭での生活が困難となり、なおかつ地域の障害者支援施設や障害福祉サ

ービス事業所等での受け入れができず、精神科病院に入院している知的障害者が一定数おり、こ

のような強度行動障害者の地域移行に向けての取り組みが社会的な課題になってきている。本研

究は、精神科病院からの地域移行に向け、診療所（精神科）を併設する障害者支援施設の実践事

例をまとめることで、障害者支援施設における生活支援と精神科医療の連携の在り方について考

察を行う事例研究である。 
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者支援施設における生活支援と精神科医療の

連携の在り方について考察を行うものである。 

 

B.研究方法 

精神科病院から地域移行に向けての中間施

設として 2014 年夏から半年間に有期限利用を

開始した３人の強度行動障害者に対する実践

記録を整理することで、生活支援上あるいは薬

物療法等の精神科医療の変化をまとめるもの

である。 

整理する記録は、a)個別支援計画に則った

生活支援記録、b)薬物療法等の精神科医療の診

療記録、c)障害者支援施設内部あるいは関係機

関を交えた定例のケース検討会の記録である。

なお、本研究においては、精神科病院退院当初

の生活支援における継続的調整と服薬の変化

を中心にまとめる。 

 

C.研究結果 

１．対象者の概要 

対象者３人の概要を表１に示す。 

Ａは、４歳で虐待を受け右脳挫傷、その後

児童相談所、児童養護施設を経過し、特別支援

学校高等部を卒業と同時にグループホームに

転居し、生活介護事業所に通所していたが、興

奮状態による傷害事件を起こし、精神科病院に

入院し、その後約４年間入院生活を継続してい

た（転院あり）。保護室での入院期間が長く、

入院後３年目で立位は可能だが自力歩行が出

来ない状態になっていた。 

Ｂは、幼児期に発達障害の診断を受けるが、

中学生で不登校になるまで精神科医療や特別

支援教育を受けていない。特別支援学校高等部

を卒業後、行動障害対応の困難さゆえ、週５日

通える生活介護事業所が見つからず、一対一対

応で２カ所の事業所を並行利用していた。しか

し、通所先や家庭での状態は安定せず、家庭で

母親に重症を追わせたことで精神科病院に保

護入院。約１年間入院。 

表２．対象者３人の入所当初の状態像 

 

表 1．対象者の概要
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Ｃは、1 歳で認知発達の遅れが指摘され、

幼児期より療育・特別支援教育と協力しながら

家庭においても積極的に子育てを行っていた。

思春期後半より行動障害が顕著になり、特別支

援学校高等部後の通所先が確保できず、2カ所

の生活介護事業所と行動援護事業所を活用し

ながら、家庭生活を続けていたが、父親の病気

がきっかけで精神科病院に入院、その後 2年間、

精神科病院と短期入所を交互に使い生活した

後、現在の障害者支援施設に移ってきた。 

なお、Ａは入所後 17 ヶ月間、Ｂは 21 ヶ月

間、Ｃは 16 ヶ月間の生活支援・診療記録をま

とめた。 

 

２．入所当初の状態像 

対象者３人の入所当初の状態像を表２に示

す。 

 

 

３．生活支援の継続的調整 

 

対象者３人の状態像の変化と継続的なアセ

スメントにより、支援手順書や構造化の変更を

随時行ってきた。 

Ａは、17 ヶ月の間に 13 回の支援手順書や構

造化の変更を行っている。当初は車いす生活か

ら室内外の歩行へ向けての支援、構造化するこ

とにより（物理的構造化、ルールの明確化等）

日常生活のルールの理解や最低限の対人マナ

ーの指導・支援、日中活動の構築、余暇時間の

過ごし方（自立課題、得意な活動探し）、個別

化されたスケジュールの構築することにより、

17 ヶ月後に行動障害に特化した寮から、一般

寮に生活の拠点を移行し、地域移行に向けての

準備を行っている。 

Ｂは、21 ヶ月の間に合計 16 回の支援手順書

や構造化の変更を行っている。個室を中心とし

た物理的構造化、日中活動の構築、余暇時間と

表３．対象者３人の入所当初の服薬状況 
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して自立課題や手芸を行い、個別化されたスケ

ジュールの構築を行ってきた。比較的短期間の

うちに、行動障害は軽減し、日常的に笑顔が見

られるようになったことから、地域の支援機関

と協力し、グループホームにおける体験利用を

段階的に 2 回実施した。体験利用に際しては、

慎重な情報交換、当初支援員の付き添いで環境

調整を行った。しかし、グループホームと通所

する生活介護事業所とで受け入れは難しいと

判断される。この移行に向けての体験の間に、

生活スタイルが崩れ（体験実習の日程が二転三

転するなどで本人の不安が高まる）、行動障害

や活動拒否などが表れ、行動障害に特化した寮

で生活の組み立て直しが必要となる。 

Ｃは、16 ヶ月の間に合計 8回の支援手順書な

らびに構造化の変更を行っている。Ｃの興味関

心の高い、アイドル・タレントの雑誌ならびに

写真を日中活動への参加等の強化子として活

用し、日中活動の構築を行った。当初は、睡眠

が不十分で、強化子の要求のため、破壊行動や

他害行為が毎日頻回していた。服薬調整と並行

し、次第に様々なスケジュールをこなすように

なった。しかし、午前中にきっかけが不明な不

穏状態が月に複数回存在しており、家具や備品

の破壊は現在も続いている。 

 

４．服薬の変化 

 

対象者３人の当初の服薬状況を表３に、そ

れぞれ16ヶ月～21ヶ月後の服薬状況を表４に

まとめる。 

主治医は、定期的な通院時の診察ならびに

担当の生活支援員との情報交換、さらに関係機

関を交えたケースカンファレンスへの参加、診

療部門の臨床心理士、ＭＳＷの情報等により治

療プランを検討してきた。 

入所当初、３人共、１日で服用する薬の量

が 40 錠を超えていた。直近において、減薬の

種類・量に差はあるものの、服用する薬の量は

減っている。 

 

D.考察 

精神科病院退院後、継続的なアセスメント

により生活支援の方法を詳細かつ頻繁に変更

し、同時に精神科医療による減薬等を実施する

ことで、行動障害の軽減と同時に、ある程度安

定した生活スタイルの確立が可能であること

が推測できる。ただし、精神科病院を退院し、

障害者支援施設に入所して 1 年半少々の期間

で、地域移行が実現した者はいない。また、行

動の改善の程度ならびに減薬の取り組みにお

いても個人差が存在しており、今後も継続的な

調査を行う必要がある。 

今後は、事例の追跡ならびに関係機関との

ケースカンファレンス内容の整理等を行って

いく予定である。 
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